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活動団体の活動におけるテーマ

地域内資源循環の拡大と地域課題の解決による

持続可能な社会の形成

活動団体の活動地域 愛知県半田市及びその周辺地域

活動団体名 半田市地域循環共生圏推進協議会

中間支援主体名 愛知県半田市



設 立 2023年5月

事 業 PPA/脱炭素コンサルティ

ング/電力小売り事業

取り組み エネルギーの地域循環に

よる地域振興
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半田市地域循環共生圏推進協議会活動団体

活動地域について

設 立 1946年5月

事 業 総合建設業、再生可能エネ

ルギー事業

取り組み ZEB化改修/SBT･ISO14001

取得/現場のCO2排出量測定

設 立 2017年2月

事 業 バイオガス発電、熱・排ガ

ス供給、副産物の販売

取り組み 半田市バイオマス産業都市

構想プロジェクトの実施

愛知県半田市は、古くから海運業、醸造業などで栄え、知多地域の政治・経済・
文化の中心都市として発展してきました。また、良好な日照条件を活かした太陽
光発電や、港湾機能を活用したバイオマス発電など再エネ発電事業が豊富に立地
しています。

一方で、畜産業が盛んであるが都市近郊型の立地のため、畜産由来の臭気が長
年の地域の課題となっている他、農業従事者の担い手不足、国際情勢の影響を受
けた光熱費・肥料価格の高騰など、農業経営の不安定化が課題となっています。

2016年に半田市バイオマス産業都市構想を策定し、畜産ふん尿等を利用したバ
イオガス発電と、その排熱・排ガスを利用した植物工場を中心とした４つの事業
化プロジェクトにより、「循環型社会の形成」 「農業の振興」 「畜産臭気の低
減」を目指すと共に、先進的な産業振興を図ります。

人口   : 

世帯数  : 

面積   : 

12万人

5万世帯

47.42㎢

基本情報

半田市及び周辺地域における人材、資源・エネルギー、資金の地域内循環の拡大と同時に地域課題の解
決を図り、持続可能な社会を形成します。

目的

半田市



活動計画（概要）

地域に必要なプラットフォームの
体制や仕組み

あらゆる年代・職種のステークホルダー
を巻き込むことで、地域課題に対して多
様な視点で取り組んでいく。自治体と連
携して地域課題解決事業を行う企業や、
脱炭素経営を行う企業の知見と地域内外
のネットワークを活用することで、実現
可能性を高める。

都市近郊型の畜産業による臭気問題、高齢化による農業従事者の担い手不足、化石燃料の高騰によ
る光熱費の高騰と農業経営の不安定化といった課題がある。

地域の現状

ローカルSDGs事業として
取り組む内容

①バイオガス発電施設で産出されるバ
イオ液肥の利活用拡大事業

②剪定枝や農業残渣などの未利用バイ
オマス資源化事業

③農業と太陽光発電を同時に実施する
ソーラーシェアリング事業

地域循環共生圏の構築を通じてありたい地域の姿

脱炭素型農業への転換や地域循環ループの拡大により、経済的にも持続可能な社会を形成し地域全
体としてメリットを享受している
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現時点での体制
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目指す“地域プラットフォーム”のイメージ

半田・知多地域エネルギー株式会社

エネルギーの地域循環拡大

協議会の事務局

③の事業主体

八洲建設株式会社

中小企業における脱炭素・サーキュ

ラーエコノミー経営のモデル、産官

学連携のコーディネート

株式会社ビオクラシックス半田

地域資源を活用したバイオガス事業

①②の事業主体

半田信用金庫・知多信用金庫

事業の投融資を通じた地域経済循

環の拡大

農業関連スタートアップ企業

事業化に向けた技術提供、

実証試験の実施

高校・大学

多世代による事業参加促進

環境教育を通じた担い手育成

農家、農業法人

新しい農業のモデル、実証等の

フィールド提供

①バイオ液肥の利活用拡大事業

半田市地域循環共生圏推進協議会

②未利用バイオマス資源化事業 ③ソーラーシェアリング事業

活動を広げるために連携を構築していくステークホルダー

• バイオ液肥の活用やソーラーシェアリングといった脱炭素型農業に関心があり、実用化に向けた検
討や実証試験等協力いただける農業従事者とのつながり

• 農業生産に効果が見込めるバイオ炭の製造・販売、バイオ液肥の使用
• 熱と電力の需要家

足りない資源



熱

CO2

食品残渣
食品残渣

食品残渣

売電

災害時非常用電源

液分

高糖度トマト

乳牛ふん尿

堆肥化

家畜の飼料

バイオ液肥

バイオ炭

炭化炉

熱・電気の需要家

剪定枝
農業残渣等

教育施設

農作物

濃縮製造施設

消化液の濃縮

PPA契約

消化液固形分

炭化土壌改良

農業残渣

農作物

家庭
事業所

食料品店

熱

電力

トリジェネバイオガス発電

にじまち

エネルギーの地域循環

脱炭素経営・産官学連携支援

農業残渣

支援

高校・大学 信用金庫

事業化検討

脱炭素・サステナブル
農作物

多世代による事業参加
担い手育成

堆肥

①バイオ液肥の利活用拡大事業 ③ソーラーシェアリング事業

堆肥 ②未利用バイオマス資源化事業

地域の農家

事業化に係る融資

固形分
STARTUP企業

実証参加

ローカルSDGs事業の詳細

飼料

環境教育
給食提供

卸売り
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3か年状態目標

2026年度末の状態目標

・事業実施

・国等による支援策調査検討

2025年度末の状態目標

・事業化検討

・実証試験の実施

2024年度末の状態目標

・地域内の多様な主体に対しプラットフォーム参画へ向けた調整を行い、仲間を探す

・地域課題の現状把握、課題解決につながる事業の精査により地域のビジョンを描く

・事業内容の検討と事業主体体制を検討し、事業体制を整える

・事業可能性調査の実施、先進地ヒアリングにより事業化への課題整理を行う
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4月 5月 ６月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 １月 2月 3月

共通の予定

活動団体の予定

中間支援主体の予定

●中間支援ギャザリング① ●中間支援ギャザリング②

●キックオフ（ブロックごと）

畜産ふん尿など地域資源を活用し生産されたバイオ液肥の利用拡大の検討

経費執行可能期間

活動計画

●中間支援主体との打ち合わせ兼キックオフ資料の相談

中部環境事務所やEPO中部からの支援を受けて地域循環共生圏づくりを推進

ソーラーシェアリングやIoT活用による持続可能な農業の実現の検討

剪定枝や農業残渣といった未利用バイオマスを活用したバイオ炭の製造、活用の検討

現状把握 関係者ヒアリング 事業化の検討

●年度当初活動計画・予算書 ●成果物3点セット ●成果物3点セット

連絡調整会議を毎月開催 また適宜ステークホルダー会議へ参加

地域のステークホルダーへの声掛け 事業化に向けた支援

●中間支援の
振り返りシート

●年度当初支援計画

●ステークホルダー
ミーティングの開催

●中間共有会
（ブロックごと）
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中間支援主体より

中間支援主体 半田市の紹介

活動団体の取組へのコメント、中間支援の方針・計画

半田市バイオマス産業都市構想（平成28年策定）に基づき、食品残渣や畜産ふん尿など
を原料としてメタンガス発電を行い、発電工程で生成される排熱・排ガスなどを農業に
活用するなど、循環型社会の実現を目指している地方自治体。

活動団体の取組には、様々なステークホルダーが参画することが、事業の成功・拡大に
必要と感じている。

様々な角度から寄せられる意見・提案等を柔軟に受け止め、本活動へ助言・情報提供す
ることで、事業化されたプロジェクトが中心となり、地域における循環を生み出せるよ
う支援していく。

行政としての情報発信力を活用し市内外へ本活動のPRを行う中で、農家を中心とした
様々なステークホルダーとの新たな繋がりの構築に役立てるとともに、地域循環の担い
手育成を行政組織内で継続して実施することで、本活動の継続性を確保していく。
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